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【論文要旨]
本稿では.現在の GATSが想定している無差別原則の態様を正確に把握し.国際経済法にお
ける貿易とサービスの問題を扱うための視点を提供することを目的として， GATSにおける最
恵国待遇原則の例外という観点から検討を行った。最恵国待遇義務の例外として.加盟国は免除
リストに記入することで差別的待遇の存置を認められており，多くは期間も設定されていなし、。
さらに.免除の期間を規定する附属書6項の内容は，加盟国に対して法的義務を課すものではな
い。免除の撤廃および低減を呼びかける場として期待されていた審議は，附属害に規定された文
言を厳格に解釈することにより.意義を喪失している。 GATSは各国の最恵国待遇免除の長期
的維持に対して法的正統性を付与しており.最恵国待遇免除の終了は事実上多国間交渉の結果に
依るほかない。最恵国待遇原則は WTO協定において重要な原則であるが，例外である最恵国待
遇免除が長期的に維持されることは.法的には問題が無いのである。従って.実際には最恵国条
項の機能が担保されているとは言い雛い。以上の特徴から， GATTと異なり，現在の GATSの
最恵国待遇原則は「例外」を広く認めており.例外が原則と化しつつあると考えられる。
[キー ワー ド] 無差別原則.最恵国待遇原則，最恵国待遇免除.法的な義務.相互主義
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1.問題の所在
経済活動の自由を保障し，公正な競争条件の確保を最大の目的とする GATT/WTO体制にお
いて，最恵国待遇原則と内国民待遇原則という 2つの原則からなる無差別原則は.最も重要な原
則であり続けてきた。両原則は 1947年に作成された「関税及び貿易に関する一般協定 (General
Agreement on Tariffs and Trade， GA TT) Jにおいて規定され.最恵国待遇に関しては暫定適用
議定書の例外なく完全に履行されている。他方，内国民待遇原則に関しては.適用当時， GATT 
第2部に矛盾する圏内法が存在していた場合，当該圏内法が優先する「祖父条項に基づいた権利
(grandfather rights) Jが締約国に認められていた。だが.後年.このような権利に基づく圏内
規制の存在が，非関税障壁として国境における水際措置以上に貿易の自由化に対する危険性を増
すと.内国民待遇の重要性が認識されたのである 10
これらの原則は「サービスの貿易に関する一般協定 (GeneralAgreement on Trade in Ser-
vices， GA TS) Jのにおいても反映されている。しかしながら， GATSにおいて規定されている
最恵国待遇および内国民待遇は， GATTにおいて規定されていた両原則とはその内容や義務の
徹底などの多くの点で性質を異にするものである。この違いは.産品の貿易とサーピスの貿易の
根本的な差異.協定作成の交渉過程における各国の妥協.そして新しい規律分野とも言えるサー
ビスの貿易協定に対する締約国団の慎重な姿勢など.様々な要因に由来していると考えられる。
だが.それらの要因のために例外事項が増加した GATSの規定は.以前から考えられてきた
GATT体制における無差別原則とは異なる像を結んでいるのではないか。
本稿では.現在の GATSが想定している無差別原則の態様を正確に把握し，国際経済法にお
ける貿易とサーピスの問題を扱うための視点を提供することを目的として，以下の点からサービ
ス貿易における無差別原則を検討する。それは， GATSにおける最恵国待遇の例外の問題である。
WTO加盟国は「第2条の免除に関する附属書 (Annexon Article I Exemptions) Jに規定され
ている要件を満たす場合に，最恵国待遇義務の免除が認められる (2条2項)。日本は免除を登
録していないが， WTO 協定の発効当初からアメリカや EUをはじめとした多くの国家や地域が
当該制度を利用している 2。原則として，免除の期間は 10年を越えてはならない 3。そして.期
間が5年を越える免除はすべてサービス貿易理事会において審議される 4。一般的に.条約文中
1 See ]ohn H. ]ackson， Sovereig1lty， the WTO， and Changing Fundamentals ollnternational Law (Cambridge 
University Press， 2∞9). p. 9ら96.
2 See， United States 01 America・FinalList 01 Article I (MFN) Exemptiolls. WTO Doc. GA TS/ELl90 (April 
15， 1994)， and European Commullities ald Their Member States -Final List 01 Article I (MFN) Exemptions. 
WTO Doc. GATS/ELl31 (April15， 1994)， etc. 
3 The paragraph 6 of Annex on Article I Exemptions states “In principle， such exemptions should not exceed 
a period of 10 years. In any event， they shall be subject to negotiation in subsequent trade liberalizing 
rounds". 
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で加盟国に対する法的義務を示す場合には.助動詞“shall"が用いられる。だが.附属書6項には.
助動詞“shall"ではなく“should"が用いられている。それゆえ.附属書6項に規定されている内
容は.加盟国に対する法的義務を示してはいないと考えられる。この条項に加えて.最恵国待遇
免除にまつわる次の事実が問題となる。それは.最恵国待遇の免除リストにおいて免除期聞が明
確にされている事例は極めて少ないことである。したがって，条文を文言通りに解釈したうえで
各加盟国の免除の期聞を確認すると.これまで例外的な一時的措置と考えられていた多くの最恵
国待遇免除が恒久化する危険性がある。さらに.タジキスタン.ラオスおよびロシアなど.
WTOに新たに加盟した国家による免除の畳録もしばしば散見される 5。これらの個別の項目ご
とに免除が畳録され.かつ免除の期間も不明確なままにされていることが.サービス貿易におけ
る最恵国待遇原則を産品の貿易の場合とは異なる独特な原則としているはずである。
この点，従来のサービス貿易規律に関する研究の多くは.サービス貿易の自由化を外国のサー
ビスおよびサーピス提供者に対して内国民待遇を供与することであると捉えていた。それゆえ，
GATS17条に規定される内国民待遇原則を中心に説明するものが主流であった 6。また， GATS 
における最恵国条項には触れている研究であっても.最恵国待遇原則の例外について深く論じる
ことは無かった。それらは，最恵国待遇義務がサービス貿易に影響を与えるあらゆる措置に対し
て広く適用されるという状況を当然のように議論の前提としていたら他方，サーピス貿易の自
由化の過程に顕著な特徴に着目して.検討を重ねる研究もある。多国間交渉におけるサーピス貿
易の自由化は，各加盟国が二国間交渉を行い.自由化を約束するサーピス分野を約束表に記載す
る。各国が自由化を約束した分野における自由化の内容は，最恵国待遇原則により WTO協定の
全ての加盟国に均需される。個別の分野毎に自由化を約束することで.徐々に当事国の市場が開
放されてゆく様を.自由化約束の積み上げによる市場開放と表現することがある。ぞれゆえ，こ
4 The paragraph 3 of Annex on Arti・cleI Exemptions states "The Council for Trade in Services shall review 
al exemptions granted for a period of more出叩 5years. The first such review shall take place no more 
than 5 years after the entry into force of the WTO agreement". 
5 See， Tajikistan -Final List 01 Article 11 (MFN) E:remptions， WTO D侃 GATSIEL/151 (April 22， 2013)， Lao 
PDR -Final List 01 Article I (MFN) Exemptions， WTO Doc. GA TSIEL/l50 (April 22， 2013)， and Russiall 
Federatioll -Final List 01 Article I (MFN) Exemρtions， WTO Doc. GATS/ELl149 (November 5， 2012). 
6 See， Joost Pauwelyn，“Rien ne Va Plus? : Distinguishing Domestic Regulation from Market Access in GA TT 
and GATS"， 4(2) l拘rldTrade Review (2∞5)， and Wei Wang，“On the Relationship between Market Access 
and National Treatment under the GA TS"， 46(4) The 1nternational Lawyer (2012). 
7 Leroux states吋hemost-favoured-nation treatment (MFN) obligation， apply to any measure affecting trade 
加services".Eric H. Leroux，“Eleven Years of GATS Case Law: What Have We Learned?" in 10(4) Journal 
ollnternational Economic Law (2∞7)， p.7印.See a1so， Vaughan Lowe， 1nternational Law (Oxford University 
Press， 2∞7)， p.223，叩dChristopher Arup， The World Trade Orgallization KlIowledge Agreements (Cam-
bridge University Press， 2∞8)， pp. 185・187.Voonは最恵国待遇免除を取り上げているが.この問題を深く論
じているとは言い難い。 TaniaV∞n， Cultural Products and the World Trade Organization (Cambridge Uni-
versity Press， 2010)， pp. 13-17. 
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の自由化約束の積み上げによる市場開放を中心にサーピス貿易の自由化を考える研究は多い 80
いずれも，サーピス貿易規律における原則を重視していると言えよう。だが， 1940年代後半の
ハヴァナ憲章の挫折と GATTの暫定適用の陰には.国内制度の修正や特恵の撤廃などの要求に
対する主要国の抵抗があった。 1960年代， GATTへと加入した途上国は先進閏に対して特別か
っ異なる待遇 (specialand differential treatment， S&D) を求め.他方.先進国は一般特恵制度
(Generalized System of Preferences， GSP)の実施の裁量権を自らが保持することで応じた。
1980年代，アメリカは通商法301条を根拠とした一方的な制裁措置を背景に，二国間交渉を通
じて他国の市場開放を迫った 90GATTはこのようなアメリカの行動を有効に規律できなかった。
歴史を顧みれば.サーピス貿易規律における最恵国待遇義務が広く適用されているなどと.どう
して断定できるのか。むしろサービス貿易における最恵国待遇義務の例外を検討することこそ.
最恵国待遇原則の意義と機能の確認を可能にするのである。このサービスの貿易に独特な最恵国
待遇原則の検討なしに.貿易とサービスの問題を正確に僻搬することはできない。
1 .最恵国待遇免除に関する見解
GATSの2条1項は.最恵国待遇義務を「他の加盟国のサービス及びサーピス提供者に対し.
他の国の同種のサービス及び、サービス提供者に与える待遇よりも不利でない待遇を即時かつ無条
件に与える」ことと規定した。そして.同条2項により r第2条の免除に関する附属書』に掲
げられ.かつ，同附属書に定める要件を満たす場合に」義務の免除が認められている。 GATT
における原則と同様の無条件の最恵国待遇原則を規定しつつ，例外を是認したのである。
このような最恵国待遇義務の免除が協定に盛り込まれた背景には，ウルグアイ・ラウンドにお
いて交渉姿勢を硬化させたアメリカの影響があった。ラウンド交渉において，アメリカは協定草
案から最恵国条項の排除を呼びかけたのである。「最恵国待遇はすべての分野に対して自動的に
適用されるべきではなく.交渉当事国の個別分野の交渉に従って供与されるべきである。」無条
件最恵国待遇ではなく，条件付き最恵国待遇を要求するアメリカの主張の原因として，フリー・
ライダーの問題があった 100
最恵国条項は GATSの発効に応じて自動的に.かっ一律に加盟国に対して適用される。それ
8 各国のサー ピス貿易自由化状況を自由化約束の量や内容から検討した研究として，次のものが挙げられる。
Batshur Gootiiz and Aadiya Matt∞.“Services in Doha"， 4903 World Bank Policy Research Working Paper 
(2∞9). Bernard Hoekman and Aadiya Mattoo，“Services Trade Liberalization and Regulatory Reformへ5517
World Bank Policy Research Working Paper (2011). 
9 Supra note 1. J ackson 2∞9: pp. 91-98. See also. Robert E. Hudec， Enforcing International Trade Law (Butter-
worth Legal Publishers. 193). p. 3-13. and John H. ]ackson.アheWorld Trading System 2'dedition (The 
MIT Press， 1997)， pp. 3543. 
10 See， Terence P. Stewart ed. 2 The GA TT Uruguay Roulld -A Negotiating Histoη(1986・1992)(Kluwer 
Law and Taxation Publishers Deventer-Boston. 1993)， p.2393. 
一切一
ゆえ.たとえ貿易相手国が大幅な自由化を約束した国家であろうと，それほど自由化を約束して
いない国家であろうと.加盟国は自由化を約束した分野の市場を全ての加盟国に対して開放しな
ければならない。つまり 最恵国条項により 自由化約束の内容が全ての加盟国に対して均揺さ
れるのである。しかしながら.自由化を約束しない国家の市場は開放されることなく.いつまで
も閉じたままとなってしまう。だが まさにその最恵国条項のために 自由化を約束しない国家
であっても他の加盟国の自由化約束の恩恵に浴すること.すなわち.制度にただ乗り (free
ride)することが可能となってしまう。自国の市場が比較的開放されていると自認するアメリカ
のような国家が，現状を最低限維持するように努めようとした一方で.アメリカなどと比べて市
場が閉鎖的な国家は市場を自由化する動機を持たなかった.ということもただ乗りが生じる原因
であったと言えよう。もっとも.このような最恵国条項に関するアメリカの姿勢は.多くの交渉
当事国の批判の対象となった 1。
以上の交渉の経緯から GATSに盛り込まれた最恵国待遇の例外に関して「第2条の免除にか
かわる附属書」は，以下の4つの事項を主に規定する。①免除の対象となる措置の説明.②協定
の最恵国待遇と矛盾する措置に関する取り扱い.③措置が実施される予定の期間，そして④免除
が必要となる状況である。また.期聞が5年を越える免除に関しては， WTO協定の発効後5年
以内にこれをすべて審議しなければならない。この審議の目的は 当該免除を必要とするような
状況が引き続き存在しているか否かを判断し 更なる審議の日程を決定することである 12。免除
は原則として 10年を越えではならず("["，]exemptions should not exceed a period of 10 
years.")，後続の貿易自由化交渉の議題となる 130
サーピス貿易理事会は.附属書の規定 (4項)に従って.過去に3回の最恵国待遇の免除に関
する審議を行っている。第l岡目の審議は2∞0年5月から 2∞1年5月までの3度.第2回目の
審議は2∞4年1月から 2∞5年6月までの3度，そして第3回目の審議は2011年5月に l度行
われている 14。また，第3回目の審議の際に，次回の審議を2016年までに行う旨の合意がなさ
れた。以降では，最初に.附属書6項が規定する内容は加盟国に対する法的義務を示していると
考え，審議に臨んでいた香港，車奪回，メキシコおよび日本などの見解を提示する。これらの加盟
国は，附属書6項が規定する内容は加盟国に対する法的義務を示していると考えていた。すなわ
ち， WTO加盟国により登録された最恵国待遇免除の多くは， 10年の期聞を経た後に終了すると
考えていたのである。次に.アメリカ EU およびカナダの3ヶ国の免除リストに対する質疑
応答と審議に際して寄せられた制度としての最恵国免除の問題点に関する各国の意見を検討す
1 Ibid. p. 2393-2394. 
12 Ibid.， p.2413. Supra note 4 and in.斤'anote 41. Annex on Article 1 Exemptions， par. 3 and 4. 
13 Supra note 3， Annex 011 Article I Exemptions. par. 6. 
14 Section XXXIV in WTO ANALYTICAL INDEX: GENERAL AGREEMENT ON TRADE IN SERVICES. at 
http://www.wto.org/english/res_e/booksp_e/analyticindex_e/gats_03_e.htm#exem. par. 232-234. (2014年4
月22日アクセス)
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る。アメリカは，ウルグアイ・ラウンドにおいてサーピス貿易の自由化を積極的に推進した一方
で.フリー・ライダーの問題を挙げて最恵国待遇免除の利用を主張した国家である。 ECとカナ
ダは.アメリカの条件付き最恵国待遇の提案を批判しておきながら，結局は最恵国待遇義務の免
除リストを利用したのであり，その点で検討材料としてふさわしい。これらの検討を経たうえで，
サービスの貿易に関する一般協定における最恵国待遇の意味と，最恵国待遇免除に対する審議が
協定に対しでもたらす法的効果を考察する。
1.香港，韓国，メキシコおよび日本などの見解
これらの国々は，最恵国待遇免除の審議において，免除を利用している加盟国に対して積極的
に質問を投げかけている。こうした質問の中では.個別分野における免除に関する質問が多くを
数えている。だが，数は少ないながらも.最恵国待遇免除の制度に関わる難問も提起されている。
そのような質問からは，これらの国々のWTO体制における最恵国待遇原則に対する考えを窺い
知ることができる。
具体的には，香港は4つの目的をもって第l回目の審議に臨んでいた。すなわち，①既存の免
除の明確さ (theclarity)の向上.②免除の透明性(transparency )の向上.③免除の必要性
(necessity)の検討，そして④免除のWTO/GATS義務との一貫性の審議，である 15。また，韓
国は.①免除登録の明確化と完結 (completion)，②記入された免除の必要性および③免除が必
要となる状況の明確化を望んでいた 16。メキシコも最恵国待遇免除制度の明確化を望み，免除の
恒久化に反対した国である。審議において，メキシコは，①免除が必要となる状況の明確化.②
免除が必要となる状況の十分な正当化.③免除が一時的なものであるべきこと，そして④免除が
多国間貿易体制に一致しない措置を構成していることの確認を求めていた 17。他方.日本は， 21 
頁252項目に及ぶ質問を提起して各国の免除に関する措置の詳細な説明を求めていた 18。これら
の国々は.あくまでも最恵国待遇免除を最恵国待遇原則からの逸脱と捉えていた。それゆえ.審
議において漠然としている免除制度を明確化することにより，例外の範囲を狭めようとしたと考
えられる 190
これらの国々の姿勢は， 2004年から 2∞5年にかけて実施された第2回目の審議でも変わらな
かった。香港は.附属書6項の規定により，原則として免除が10年を越えではならないこと，
そして審議の対象となっている多くの免除が10年間の期限終了間近にあることを指摘している。
第2回目の審議全体を通して，附属書6項が規定している内容は加盟国に対する法的義務を示し
15 Communication介omHong Kong， China. WTO Doc. S/C/W 1137 (May 9. 2α刀)par. l. 
16 Communication Irom Korea. WTO D∞• S/C/W 1138 (May 9. 2α肋 par.4.
17 Communication介'omMexico. WTO Doc. S/C/W 1139 (May 8. 2伎町par.1-8.
18 Communication from Ja.仰向.WTO Doc. S/C/W 1140 (May 15. 2α氾1)par. 1・252.
19 See a1S0. Report 01 the Meeting held on 5 July 2000. WTO Doc. S/C/M/45 (August 18. 2αlQ) par. 146-148. 
15l. 
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ているという解釈に従って.香港と日本は主張を繰り返していた。さらに中国は，最恵国待遇原
則がGATSにおける最も重要な柱の一つ (oneof the most significant pillars)で，最恵国待遇
原則の免除はこの原則からの逸脱であるとの認識を示している。
2. 7'メリカ
アメリカは計18の措置に関して最恵国免除を登録している。そして それら全ての措置に関
して.免除の実施される期間を確定していない。特徴的な点として 免除が実施される分野の項
目に「人の移動 (~ovement of persons)Jの記述があることである。これは.GATSがサービ
ス貿易におけるサーピスの供給態様に応じて分類した4つの形態において第4モードに割り当て
られた人の移動というサービスの供給態様を指す。そして，かつて GATT事務局が策定した分
類法 (~TN.GNS/W1120)により 12分野および155細分野に分類された分野 (Sectoror sub-
sector)には該当しない.この「人の移動」において対象となる措置は.条約商人 (treaty
trader)や条約投資家 (treatyinvestor)に対して政府が特別な非移民ピザ (non-immigrant
visa)を発行する行為とされている。また，対象となる国家はアメリカが友好通商航海条約
(FCN).ニ国間投資協定 (BIT) あるいは 1990年の移民法204条に記載された国々とされてい
る。免除を必要とする状況も，これらのFCNやBITのもとで貿易を促進するため，と説明され
ているお。
この記載内容に対して. 日本は.①当該措置の適用される全ての国家を具体的に挙げること.
および②当該措置によって，過去5年にわたり FCNやBITの下で貿易が促進されたことを示す
統計上の証拠の提示を要求した 21。また.EUは.①免除が必要となる状況が依然として存在す
るのか.および②免除の維持を予定している場合.その理由と免除の範闘を明確化するように要
求した n。
これらの点に関するアメリカの説明をまとめると.次のようになる。
条約商人および条約投資家の地位はアメリカ圏内法により与えられる一時的な権利であり.
アメリカと外国調印固 (theforeign government 鋭部atories)との聞に有効な特定の二国間
条約に関連する地位である。調印回数は l∞以上で，その国民は相当な量の貿易か相当な資
本の投資に関する活動に従事しなければならない。電子ピザを受領する国々のリストは入手
可能で，アメリカと条約相手国の特殊な二国間関係に関係のある国々 Gnterestedcoun-
20 Se. United States 01 America -Final List 01 Article I (MFN) Exemptions. WTO Doc. GA TS/ELI加 (April
15.1994). WTO Doc. GATS/EL/90/Suppl. Ouly 28.1995). WTO D∞. GATS/ELl90/Supp1.2 (April 1. 197). 
and WTO Doc. GATSIEL/ω/Supp1.3 (February 26. 198). 
21 Supra note 18. S/C/W /140. par. 136-137. 
2 Communication jトomthe European Communities and Their Member S制es.WTO Doc. S/C/W /141 (May 11. 
2ぼJQ)par. 1-2. 
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tries)に供与され，多国間ベースの適用には適さない。この種の非移民ピザにより促進され
た貿易量に関する入手可能な統計はないが.一時的権利が適用される人々にとってこの種の
アクセスは価値がある，と担当者は考えている。アメリカは.条約商人や条約投資家に対し
て，年に約31.∞0のピザを発行し続けている泊。
以上のアメリカの説明において，免除の記載が供給態様に関するものでありサービス分野では
ないという点については.質問も無かったためか，問題とされていない。全体的に，免除を必要
とする状況を二国間条約や自閣の対外政策に基づく相瓦主義的待遇によって根拠づけている。実
際.アメリカが免除を要求した措置の多くは.免除を必要とする状況の説明に「相互主義の欠知
(Lack of reciprocity)J. i確立された特恵の維持 (Maintenanceof established preference) J. i相
互協定に基づいて-([…1 on the basis of mutual agreement) Jまたは「外交政策上の考慮 (For-
eign policy considerations) Jなどの文言を含んでいる。さらには.i国際金融市場における実質
的に完全な市場参入と内国民待遇を確保する 24J必要や「アメリカの金融サービス業者が外国市
場における受託機関サービス提供を許可されることを確保するお」必要まで記載されている。
これらの記載内容からは.最恵国待遇免除によって二国間交渉の舞台に貿易相手国を引きずり
出し.市場の開放を迫る構図が想起きれよう。貿易相手国は免除の対象となっている措置のある
分野に関して，アメリカから他国に比べて少しでも有利な待遇を勝ち得るために，自国の市場を
開放する必要がある。だが，免除の期聞が特定されていない点を顧慮すると.アメリカは二国間
交渉で得た自由化の利益を WTOの全加盟国に均需する意図はない。また，第4節で詳述するよ
うに.第2条の免除にかかわる附属書の第6項に助動調“should"が用いられていることを主張し.
最恵国待遇免除の期限を定めていなかったことから.免除を終了させる意思も無かったと考えら
れる。アメリカの場合における最恵国待遇免除は.フリー・ライダー問題の解決という利益より
も.免除の対象となる措置を事実上の祖父条項として扱いうるという弊害をもたらしているので
はないか 260
3. EU 
EUは.全てのサービス分野に関して9. オーデイオ・ビジュアルサーピスに関して 8.運輸
23 Report 01 the Meeting held on 29 May 2000. WTO D∞• S/C/M/44 Qune 21. 2α氾1)par. 2. 
24 Supra note 20.“Need […] to ensure substantially ful market access and national treatment in intemational 
financial markets九GATS/ELI鈎/SuppI.3.p. 3. 
25 Ibid.“Need to ensure US financial service suppliers are permitted to provide trustee services in foreign 
markets九inGATS/ELI卯/Suppl.3.p. 4. 
26 AdlungとCarzanigaは.r条項を祖父化する(“grandfatheringprovision")要素」の存在を示唆している。
Rudolf Adlung and Anωnia Carzaniga，“MFN Exemptions under the General Agreement on Trade in Ser-
vices: Grandfathers Striving for Immortality?" in 12(2) Journal 01 bzternati01zal Economic Law (2α刃1).p. 367. 
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など他の分野に関して 1.計28の措置に関して最恵国待遇免除を登録している。そのうち 26
の措置に関しては，免除の実施される期聞を確定していないへ期聞が定められている措置は.
一つが金融分野においてイタリアにおける有利な租税待遇 (favorablet砿 treatment(off-shore 
regime))の措置が適用される国々と取引をするサービス業者に対して与えられる措置である。
この措置の対象となる国家は中央ヨーロッパ.東ヨーロッパ，および東南ヨーロッパの国々，そ
して独立国家共同体の全加盟国である。免除を必要とする状況として，市場経済へと移行する
国々を支援する必要性が挙げられているお。期聞が定められているもう一つの措置が，全分野に
おいて特定の第三国の自然人および法人によるザーピス活動や専門職の行為のためのフランスに
おける手続き利用の促進である。対象となる国家はフランス領アフリカ諸国，アルジエリア，ス
イス.およびルーマニアで，措置の必要性の項では.フランスと当該国家の歴史的な繋がりを反
映している.との記述があるお。期聞は両措置ともに 10年間と定められている。
審議における EUの免除の対象となる措置に関する説明は，他の加盟国の説明には見られない
顕著な特徴がある。それは 免除が必要となる状況が継続していることを繰り返し主張している
点である。例えば，北欧企業 (Nordiccooperation)を設立する目的でデンマークにおいて執ら
れる措置は.対象国がスウェーデン.フィンランド.アイスランド.およびノルウェーである。
そして，この措置に対する免除が必要となる状況として「北欧企業の維持と発展のため」と記述
されている 300 EUはこの措置に対する免除を次のように説明した。
北欧企業は，北欧の独自性 (Nordicidentity)を促進することが認められた事業を財政的に
支援するために特別に構想された基金を通じて組織される。北欧企業は.政治的，教育的.
法的に広範な領域安扱う。措置の狙いは.他の WTO加盟国のサーピス業者を差別すること
ではなく，北欧諸国聞の歴史的に強固な社会的・経済的紐帯を発展させ.北欧の利益になる
事業および北欧企業聞の協力を支援することである。関連する諸制度は，国際的に合意され
た原則や基準に従った支援や融資を提供している。これらの免除は維持される必要がある
いTheseexemptions needed to be maintained.") 310 
以上のように，各措置に対する免除の説明はそれぞれの免除が必要となる個々の状況を示した
うえで「免除は維持されなければならない(“ThatMFN exemption would be maintained.") Jゃ
「それゆえ.当該免除を維持する要望がある(“Therefore.there was a desire to maintain such 
'a Se. Eurotean Communities and Their Member States -Final List 01 Article Il (MFN) Exemttions， WTO 
Doc. GATSlELl31 (April 15. 194). 
28 Ibid" p. 7. 
29 Ibid" p. 9. 
30 Ibid" p. 8. 
31 Sutra note 23. S/C/M/44. par. 3. 
? ?
MFN exemptions.") J等の免除の維持を訴える文言で締められる。その説明は，最恵国待遇審議
に際して免除の正当化を図るものであり，結果として免除の固定化を招くものと言える。最恵国
待遇免除に関する審議が措置に対する免除の釈明の場となっており.免除を正当化させてしまう
事態を生じているならば.サービス貿易における最恵国待遇原則の重要性.とりわけ無差別待遇
の意義が失われかねない。また.EUは質問が提起されたほぼすべての免除に関して，その正当
性を主張している。すなわち，免除が必要となる状況が現に継続して現れているのだから免除の
維持は正当である， ということである。このことから.アメリカと同様に EUも免除を終了させ
る意図は無かったと考えられる。
4. カナダ
カナダは.計1の措置に関して最恵国待遇免除を登録しており，免除が特定の分野に偏って
いない認。そのうち 10の措置に関して.免除の実施される期間を確定していないお。例外的な
のが，銀行業と信用・保険サーピスにおいて，相互主義に基づいて他国のサービス業者に設立許
可を与える措置である。この措置は全ての国々を対象としており.条件として，カナダの金融サー
ビス業者の外国金融市場に対する参入を促進するように意図された，既存の相互主義的措置の維
持が挙げられている。期聞は.他の加盟国の約束や免除の程度(IeveJ)次第で，措置は WTO
設立協定の発効から 6ヶ月まで中断される.との記述がある泊。
審議に際して問題となった免除は，外国投資の促進および保護の目的で規定されたもので.カ
ナダが協定を締結した国家のサービス業者により提起される投資家対国家の投資紛争に関する義
務的仲裁 (compu!soryarbitration of investorlstate investment disputes)に応じることに対す
る免除である。投資紛争の義務的仲裁に応じることが.どのようにGATSの2条に矛盾するのか.
どのようにこの措置が外国投資を促進または保護するのか，およびカナダと協定を締結した国々
が最恵国ベースに基づいて他の WTO加盟国に対する待遇を調和させることが可能なのか，等の
質問がなされたお。
これらの質問に対するカナダの応答をまとめると次のようになる。
最恵国待遇免除リスト記入当時，加盟国に対して記入指針が明示されていなかったため，各
32 WTO加盟国すべての免除リストを検討すると.オーデイオ・ビジュアルサービスや運愉サービスなど.特定
の分野に免除の記入が偏っていることが分かる。それゆえ.カナダの免除リストは特徴的であると言える。
Supra note 26. Adlung and Carzaniga 2∞9: pp. 371・376.
33 Se. Canada -Final List 01 Article 1I (MFN) Exempti01ls. WTO Doc. GATS/EL/16 (April 15. 1995). and 
Callada -Final List 01 Article 1I (MFN) Exemptions Supplemellt 2. WTO Doc. GA TS/ELl16/suppl.2 (Febru-
ary 26. 1998). 
34 lbid. GA TS/EL/16. p. 2. 
お Supranote 18. S/C/W /140. par. 9・15.
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国はそれぞれ異なるリスト作成アプローチを採っていた。それゆえ.カナダは.圏内制度と
最恵国待遇義務に対する理解に基づいて免除リストを作成し，二国間投資協定における投資
家・国家の義務の適用範囲に関して誤った解釈を避けるために記入した。カナダは21の二
国間投資保護協定に参加しているお。そして，カナダが当該免除を採用する検討 (thecon-
siderations)は依然として道理にかなっている 370
他方で.カナダは金融サービスに関する最恵国待遇免除の撤回 (withdraw) も提案していた。
この免除はイギリスおよびアイルランドに対して適用された措置で，既存の歴史的特恵の維持を
目的とする免除であった。措置の内容は，ライセンスの割り当てに関するケベックにおける特恵
待遇を.ビジネスを実行するライセンスを得る目的でイギリスおよびアイルランドの議会の法の
下で合併した貸付投資企業に対して ケベック州が与えることであった。免除撤回の理由は明ら
かにされておらず.実際に撤回されたのかも明らかではないが.カナダは数少ない最恵国待遇免
除撤回の提案をしたのであるお。
だが，なぜカナダは審議の場において免除撤回を表明したのか，という疑問が残る。カナダが
免除撤回を表明した審議は.2∞5年6月に実施されている。しかしながら.それより遡ること 3
年.2∞2年6月には既に.r最恵国免除の終了，低減.および修正の認証に関する手続き (S/
Ll106)Jがサービス貿易理事会により採択されているお。それによれば，免除をその終了期日
よりも前倒しで終了させる意思のある加盟国は，その旨をサービス貿易理事会に通知する必要が
ある。そして，当該通知 (notification)は免除の終了期日と終了の理由に関する情報を含んでい
なければならない。それに応じて.事務局は免除の終了を認定する効果に関する通達 (communi-
cation)を発行しなければならないベ免除の低減や修正に関しでも規定されているこの手続き
に従えば，カナダは審議の場で免除の撤回を表明する必要は無い。カナダによる免除の撤回表明
は，こうした手続きに従って免除の終了.低減および修正といった措置が実施されていない現状
を示唆している。
36 Poland. Argentina. Czech and Slovak Federal Republic. the former USSR. Hungary. Ukraine. the Philippines. 
Barbados. Venezuela. Egypt. Armenia. Uruguay. Costa Rica. Latvia. Trinidad and Tobago. Ecuador. Panama. 
Thailand. Romania and Lebanon. 
20ヶ国提示されているが.1ヶ国提示されていない。
37 Supra note 23. S/C/M/44. par. 26. 
38 Report on the Meeti目噌 held on 24 ]ule 2005. WTO Doc. S/C/M/79 (August 16. 22∞5) par. 19. See also. 
supra note 3. GATS/ELl16. p. 3. 
39 Procedures lor the Certification 01 Termillatiolls. Reductions and Rectifications 01 Article 1 (MFN) Exemρ-
tions. WTO Doc. S/L/106 Oune 11.2∞2). 
40 lbid. par. 2. 
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5.小結
審議において香港などは積極的に質問を提起し，アメリカなどに免除に関する詳細な説明を求
めたが.満足するような回答は得られなかった。質問を提起した加盟国は，サーピス貿易の漸進
的自由化という GATSの目的と最恵国待遇原則を重視し 審議の過程で免除が撤廃または低減
されることを期待していたと考えられる。だが 附属書4項が規定する審議すべき事柄は.免除
が必要となる条件が引き続き存在しているか否か.および次回の審議を実施する日時の決定の2
項目だけである 41。すなわち，審議の際にアメリカやEUが主張した免除の正当性に関する説明
は，附属書の規定する内容に沿ったものであると言える。他方，審議において附属書に規定され
ていない事柄を審議の担上に載せた点で.香港や日本などの質問は法的正統性を欠いていた。香
港や日本などが免除の撤廃や低減を期待するならば，免除を利用する加盟国に対するアプローチ
を見直す必要があったのである。
11.最恵国待遇免除の問題点
1.問題点
最恵国待遇原則は.多国間通商体制において貿易自由化を達成するための最も重要な柱の一つ
であり.WTO協定の重要原則の一つでもある。すなわち.最恵国待遇免除の制度自体が原則か
ら逸脱した制度であると言えよう。具体的な問題として ある加盟国の免除の対象となる措置の
ために.他の複数の加盟国の聞で不利な待遇(Iessfavorable treatment)が生じ，長期間にわたっ
て効力を持ち続ける危険がある。とりわけ 審議に参加した国々にとって見過ごせない点が免除
の期間に関する問題であった。先述の通札附属書によれば免除は原則として 10年を越えては
ならない 42。だが，免除を利用する加盟国のリストに記載された多くの措置に関して，免除の期
間は「不定(“'Indefinite'(and/or indeterminate)") Jと記述されている 43。それゆえ.これらの
措置に対する免除は 10年以内に廃止されるのか否か，が問題となるヘ
この点に関して，アメリカは，審議自体を免除が必要となる状況に関する説明を提示する場と
捉え.説明の合理性や免除の必要性を検討する場としては考えていなかった。さらに，附属書の
6項の理解に関しでも.r原則として(“inprinciple") Jという文言と助動詞“should"の使用により.
明らかに，当該免除は 10年を越えるべきではないという観念 (thenotion) を義務的要求ではな
41 The paragraph 4 of Annex 011 Article Il Exemttions states "The Council for Trade in Services in a review 
shal: (a) examine whether the conditions which created the need for the exemption stil prevail: and (b) 
determine the date of any further review". 
42 Sutra note 3. Annex on Article 1 Exemttions. par. 6. 
43 記載された最恵国待遇免除の86%に関して，その期間が明確にされていないとも指摘されている。 Sutranote 
26. Adlung and Carzaniga 2∞9: p. 373. 
44 Sutra note 17. S/C/W 1139. par. 6・7叩 dCommunication斤'omHong Kong. China;・]atanand Korea -Review 
01 Article Il Exemttiolls. WTO Doc. S/C/W/173 (October 6. 2α氾).par. 12-13. 
一随一
くガイドラインにしている.という見解を示していた 45。アメリカは.附属書6項において用い
られている助動調“should"を他の条項で用いられている助動詞“shall"とは区別して考えていた。
それゆえ.附属書6項の内容が加盟国に対して法的義務を規定しているとは考えていなかった。
また， EUは.当該審議の目的および対象に関しては.附属書4項に明記されている通りである
と考えていた。すなわち.免除の必要となる状況が依然として存在しているか否かの検討.およ
び次回以降の審議の日時の決定に関する質疑以外の質問は不適切，という姿勢である。加えて，
附属書6項の理解に関しでも.明確な日時によって免除を廃止する制度的義務は存在せず，免除
の廃止は現在および将来のラウンドの議題であるべきという見解を有していたぺ
さらに，この問題に関して尋ねられた事務局(theSecretariat)は.附属害6項の内容が加盟
国に対して法的義務を規定するものではないことは明らかであると説明している。したがって.
事務局は，期間の強制性に関してそれを法的義務の問題としてよりは，同調圧力 (peerpres-
sure)の問題として理解していた。そもそも.免除の対象となる措置の期聞が実際は無制限とな
り.法的義務を規定しないという条文の性質に関しては.ウルグアイ・ラウンドの最終段階で明
らかであったと考えていたのである 470
しかしながら，問題とされている附属書6項の内容が加盟国に対して法的義務を課すものでは
ないと解釈した場合でも，免除の対象となる措置が他の複数の加盟国の聞で不利な待遇を惹起
し，長期間にわたって効力を維持し続けるという問題は依然として残る。さらに.このような措
置は，約束表 (schedules)に記入された特定の約束.すなわちウルグアイ・ラウンド時の自由
化約束よりも不利な待遇となる可能性も指摘されている叱
実際に，香港は審議において自らの質問に対して各国から提出された具体的応答を.最恵国待
遇免除の範囲や免除の必要となる状況の理解にとって重要であると考えていた。そして，アメリ
カやEUなどの多くの加盟国が.免除を維持する理由である貿易相手国の制度の不十分な市場参
入条件や競争条件を調査してこなかったことを問題として取り上げ，このような姿勢は.交渉で
市場参入を追求する積極的アプローチによるのではなく.最恵国待遇免除を記載することで市場
参入を阻害する消極的アプローチを採用するものであるとして疑問を提示している。さらに，相
互主義的な最恵国待遇免除によって.自由化交渉や自由化約束が阻害されているとまで考えてい
た49。韓国は，免除の対象となる措置が国際通商の精神やWTOの機能の向上に順応しない場合.
最恵国待遇に基づいた制度が「最不恵国(“least-favoured-nation")J枠組みへと変化する危険を
冒すことになる.と指摘している旬。
45 Report 01 the Meeting held on 30 November 2004， WTO Doc. S/C/M/76 (February 4， 2叩5)，par. 22・24.
46 Ibid. par. 18. Their view was based on paragraph 6 of Guidelines and Procedures lor the Negotiations on 
Trade in Services， WTO Doc. S/Ll93 (March 29. 2∞1). 
47 Ibid. S/C/MI76. par. 27却 d29. 
48 Ibid. S/C/MI76. par. 14. 
49 Report 01 the Meeting held on 23 Februaη 2005. WTO Doc. S/C/MI78 (May 17. 2∞5). par. 143-148. 
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免除の登録は，最恵国待遇と矛盾する相互主義に基づいている。多国間通商体制との関係では，
現在特定の加盟国のみが享受している特別な待遇または利益を 最恵国ベースに基づいて全ての
加盟国が享受できるように改めるべき.と主張することが可能であろう。現在も行われている
サーピス貿易自由化交渉の目的が.加盟国のサービス業者に対して他の国の市場参入の機会を保
障することであることを考慮すると，相互主義的な措置の必要性や免除自体を減らしてゆくこと
が重要である。もっとも，免除の廃止を考えている加盟国は存在するが.手続きが確立されてい
ないという問題もある。そのため.第2条の免除にかかわる附属書の7項に関して 51 必要な修
正を加えて，サービス貿易理事会への通知によって免除の廃止を可能とすべき，という意見が提
出されていた 52。
2.輯輸の行方
だが.アメリカやEUなどが審議における免除の撤回に乗り気ではなかったように，実際の審
議によって免除の終了が認定され.そのことによってサーピス貿易の漸進的自由化が進行する，
ということはなかった。実質的な議論がされない審議に対して.香港は免除の撤回を求める加盟
国と共同で貝最恵国待遇原則の重要性および最恵国待遇免除の3つの特徴を挙げて，審議によ
る免除の終了や低減を促している。それによると，最恵国待遇免除はGATS第2条および附属
書の規定に従って，一回限り (One-off)で，期聞が限定され (Time-limited).審議の対象 (Subject
to review)であり.全ての加盟国は最恵国待遇免除の下での全ての待遇が各特定の約束よりも
不利にならないことを確保しなければならない，ということ。さらに.幾つかの加盟国は何が免
除の適用される措置なのか.そして何が免除を必要とする状況なのか，明らかにすることに失敗
している等々が主張されたへ
もっとも.香港をはじめとする加盟国の上記の主張も功を奏さなかった。この議論の顛末は報
告書には明記されていない。だが.2011年に行われた第3回目の審議内容は，先の2回の審議
に比べて中身が無く.実質的に議論した内容は次回の審議を 2016年までに行うことを決定した
程度であるお。結局のところ.審議の内容を規定する附属書4項の文言も厳格に解釈されたので
ある。免除が必要となる状況が継続して存在しているか否かの審議.および次回の審議の実施日
切 lbid.par. 149. 
51 The paragraph 7 of Annex on Article I Exemttions states“A Member shall notify the Council for Trade in 
Services at the Termination of the exemption period that measure has been brought into conformity with 
paragraph 1 of Article I of出eAgreement". 
52 Sutra note 4. S/C/W 1173. par. 1. 14・15.
日“China:Chinese Taipei: Hong Kong. China: ]apan: Korea and Mexico" were the cかsponsorswho “reiterated 
the MFN principle was the cornerstone of the multilateral trading systemへsutranote 38. S/C/MI79. par. 
20-21. 
54 lbid. par. 20-28 
出 Retort01 the Meeting held on 2 May 2011. WTO Doc. S/C/M/I05 Oune 6. 2011). par. 26-37. 
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時の決定.の2項目は遵守されることとなった。最恵国免除の撤回や低減に関する議論は審議の
場では展開されず. もっぱらドーハ開発アジェンダ (DohaDevelopment Agenda. DDA). すな
わちドーハ・ラウンドのザーピス貿易自由化交渉に委ねられることとなった。つまり，アメリカ
やEUの，免除の廃止は現在および将来のラウンドの議題であるべき，という見解が容れられた
のである。
3.小結
ドーハ・ラウンドでは.確かにサーピス貿易自由化交渉において最恵国待遇免除の撤回や低減
が議論されている叱しかし 実質的な議論が審議から交渉に移ったことは，サービス貿易規律
にとって多くの不都合をもたらしたと言えよう。まず，附属書の3項および4項に規定されてい
る最恵国待遇審議が事実上無意味な規定となった。免除の必要となる状況が存在するか否か検討
することに関して言えば，当該状況が圏内規制や相互主義に基づく二国間条約等によってもたら
されているならば，永遠に当該状況が存在し続けるのは明白である。免除を利用する加盟国は意
図的に状況を創出・維持し続けることが可能である。そのような規定の下で.更なる審議を5年
以内に行うべく日時を決定しようとも.漸進的自由化という GATSの目的のためには全く役に
立たない。
次に，従来であれば附属書の6項の規定から，免除の期聞は原則として 10年を越えてはなら
ないと解されていた。すなわち.WTO協定発効から 10年経過した段階である 2∞5年の時点で.
WTO原加盟国の最恵国待遇免除は原則として全て終了していたはずである。だが.多くの加盟
国の免除リストにおいて，免除の期聞が特定されている措置は稀である。加えて.附属書6項の
規定の法的拘束力は認められない。他方で.最恵国待遇免除リストに記載された内容の法的効果
は認められているため.具体的な終了目時の定められていない免除の終了に関しては.もっぱら
当該免除を利用している加盟国に委ねられるのである。
さらに.かつてサーピス貿易理事会にで採択された最恵国待遇免除の終了に関する手続き (S/
Ll106)が形骸化した点も指摘できょう。前述の通り，カナダは.2∞2年には既に採択されてい
た当該手続きに基づいて免除を終了させるのではなく.交渉の様相を呈していた 2∞5年の審査
の場において免除の撤回を申し出ていた。最恵国待遇免除がサービス貿易自由化交渉における議
題となるならば.免除を利用している各加盟国による自主的な免除の終了を期待することはでき
ない。各加盟国は.本来ならば最恵国待遇原則に従って全ての加盟国に対し均需されるべきであ
弱もっとも.最恵国待遇免除は主要な議題ではない。交渉内容に関しては主に以下を参照。
Report 01 the Meeting held 01 26. 29 and 30 September 2005， WTO Doc. TN/S/M/16 (October 28. 2∞5)， 
Report 01 the Meeting held on 15 November and 6 December 200欠WTODoc. TN/S/M/28 (May 5， 2∞8). 
Report 01 the Meeting held on 16 March 2010， WTO Doc. TN/S/M/35 (April 27， 2010)， and Retort 01 the 
Meeting held on 15 April201l， WTO Doc. TN/S/M/42 Qune 21. 2011). 
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る相互主義に基づく差別的な措置を.最恵国待遇免除により維持できる。こうして免除の対象と
なった措置は，相互主義に基づく重商主義ゲーム，すなわち二国聞や複数回聞の貿易自由化交渉
において重要な交渉材料 (bargainingtips)として機能し続けるだろう。
GATS2条2項により附属書の要件を満たした措置の維持が認められ 附属書は免除の長期的
な維持に対して法的な正統性を付与している。そして アメリカやEUなどの免除を利用してい
る加盟国に，免除を撤廃・低減する法的な責任は存在しない。最恵国待遇原則は WTO協定にお
いて重要な原則であるが，例外である最恵国待遇免除が長期的に維持されることは，法的には問
題が無いのである。しかしながら.GATT以来の基本原則やウルグアイ・ラウンドにおける最
恵国待遇原則に関する交渉内容を鑑みれば.最恵国待遇免除の長期的な維持が好ましいものとは
思われない。ラウンド交渉において議論されるべき重要事項である。
IV. おわりに
フリー・ライダー問題や二国間条約との調整などの経緯から導入された最恵国待遇免除は，新
規加盟国も利用可能であり 実際に利用されている。加盟国は免除リストに記入することで相互
主義に基づく差別的待遇の存置を認められており 殆どの事例では期間も設定されていない。他
方，最恵国待遇免除の終了は多国間貿易自由化交渉の結果に依るほかないが，貿易自由化交渉に
おける最恵国待遇免除の撤回の提案は少なく.進展がない。
地域貿易協定が多く締結されている現状においては.最恵国待遇原則が有効に機能していると
は言い難い。しかしながら，地域貿易協定に関連する問題もまた顕在化しつつある。登録されて
いる免除の多くは，免除が必要となる状況の項目に相互主義の必要性を挙げており，サービス貿
易規律と無関係ではない。この点で，経済統合を規定する GATS5条との関連性を検討する必要
があるだろう。
最恵国待遇免除という例外が.本来であれば広く適用されるべき最恵国待遇原則を蚕食してい
る状況は.ぞれまでWTO加盟国から具体的で明確な解が与えられずにいた幾つかの重要な聞い
を発している。すなわち.サービス貿易規律において例外を容認しうる歴史的経緯とは具体的に
何を指すのか，そしてその歴史的経緯に基づく例外を正当化しうる要素とは何か。以上の二つの
聞いに解を与えることができるならば.例外である免除の対象となる措置を維持し続ける加盟国
は.自国が最恵国待遇を原則として仰ぎ続ける理由.および自国が最恵国待遇原則により均指さ
れる待遇を享受するに足る国際経済法主体であることの立証の二点を，改めて問い質されること
になる。例外を享受する加盟国に対して，この種の問いかけを続ける点に，未発達のサービス貿
易規律における最恵国待遇原則の意義と機能を見出すことができょう。
将来的には，多国間交渉による自由化約束の積み上げと WTO判例の蓄積による規律内容の明
確化が，無差別原則の確かな像を結ぶと考えられる。前者の場合.最恵国待遇免除を利用してい
る加盟国は，改めて最恵国待遇原則と向き合うことになるかもしれない。免除を全く登録してい
-72 -
ない日本は，この過程で重要な役割を果たすことができるだろう。後者の場合においても，加盟
国は紛争の当事国や第三国として規律の明確化に携わることになる。いずれの場合においても，
1948年の暫定適用以来.産品の貿易を規律してきたGATTの無差別原則を.無思慮にGATS
に当てはめて検討してしまう事態を避ける必要がある。 GATTと異なり.現在のGATSの最恵
国待遇原則は「例外」を広く認めており.例外が原則と化しつつある点を考慮しなければならな
いのである。
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